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１．はじめに 

阪神・淡路大震災で、学校や公園など地域施設は被災

者の避難生活の拠点として重要な役割を担った。今後の

大規模地震の震源に近い和歌山市では、こうした教訓を

もとに地域施設の整備や防災組織の立ち上げ等「地域防

災計画」を策定して進めており、地域施設に対しては一

定の充実度を上げてきている。一方、避難者に対しては

避難生活時に早期に避難者の組織化を促進するとされて

いるが、運営については彼らの自主性・自立性に委ねる

としている。このことは原則論としては理に叶ったもの

ではあるが、実際被害に直面した時の地域の防災力や減

災力に繋げていく為には、平時より地域組織等による救

援活動の体制や取り組みを地域施設と一体的に進めるな

どのソフトインフラの整備・充実が必要であると考えら

れる。よって本研究では地域住民の意識構造分析により、

災害時に地域施設と一体的となって避難や救援等諸活動

を充実していくための方途を明らかとすることを目的に

実施した。方法として、和歌山市の住民にアンケート調

査(2006 年 10 月末 回収件数：155 件)を行なった。避難

場所の種類として施設

型(学校の体育館・校

舎)と広場型(公園・和

歌山城)に分けた。右に

アンケート内容を示す。 

図３．地域社会・組織への関与 
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図５．避難場所として必要な整備(１位) 図６．避難場所として必要な整備(２位) 

図７．避難場所として必要な整備(３位) 
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２．住民の個人属性及び避難に係る意識  

 

 

 

 

 

 

 施設型選択者は比較的高齢層でかつ女性が多く、個人

的対策を行っている人が多い(図 1)。また近所付き合い

等も高く地域社会への関与が高い(図３)。広場型選択者

は中年層が最も多く、性別、職業ともに様々な人がおり、

個人的対策は比較的行っていない(図２)。また比較的地

域社会への関与が低い

(図３)。 避難すると

考えられる避難先の選

択状況をみると、居住

地に近接する避難場所

を選択している。特に公園を選択した人に関しては、そ

の傾向が極めて強いことがわかる。また○を囲んだ避難

場所(施設型)に集中していることがわかる(図４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難場所としての必要な整 

備では、施設・広場型選択者 

とも 1位は施設の規模で、２， 

３位では比較的容易に設置可 

能な整備である(図５,６,７)。 

避難生活時の救

援活動の重要度意

識において、施設

型選択者は比較的

「的確な指示」等、

避難場所内でのシ

ステム(制度・秩序)や「要援護者の生活保護に努める

人」等の相互扶助に関する活動を重要視している。また

広場型選択者は「炊き出し」といった個人を対象とする

活動を重要視している(図８)。 

図２．広場型選択者の属性 
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図1．施設型選択者の属性 

与 

図８．避難場所選択別にみる救援活動の重要度 

Takehiro TSUMURA, Yoshikazu IWASAKI ,Shinichi MUTO

図４．避難場所希求図 
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①

②

③

④

⑤

：施設型

：広場型（公園）

：広場型（和歌山城）

：津波避難場所

表１．アンケート内容 
①個人属性
性別、年齢層、職業等
②地域社会・組織への関与
自治会の活動への参加、防災組織への参加、
近所付き合い程度等
③避難場所として必要な整備
大勢の人が収容できる、トイレの保有等
④避難生活時における救援活動の重要性
炊き出し、的確な指示、要援護者の生活保護等
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 施設型選択者に

おいて、近所付き

合いの濃い人は比

較的「要援護者の

生活保護に努める

人」等の相互扶助

の関する活動を重要視しており、薄い人は比較的「炊き

出し」等といった個人を対象とする活動を重要視してい

る(図９)。広場型においても同様の結果が得られた。 

区分 モデル１ モデル２ モデル３

-0.0047008 -0.0031619 -0.4594009

〔-7.361〕 〔-4.624〕 〔-113.737〕

0.0000279 0.0000238 0.0078731

〔9.757〕 〔7.054〕 〔79.706〕

-1.7549028 -2.373694 -89.53888
〔-5.817〕 〔-4.581〕 〔-68.798〕

― ― 83.84704

― ― 〔46.989〕
2.4749983 ― ―
〔9.757〕 ― ―
0.9930113 0.685874 ―
〔3.481〕 〔1.381〕 ―

適中率 52.45% 63.77% 90.00%
敵中数 75 44 18
尤度比 0.8854 0.908 0.944193

サンプル数 143 69 20
（注記）

・適中率：(適中数)/(サンプル数)×100

公衆トイレ保有
の有無

・〔　〕内はｔ値

分析結果(砂山地区）

備蓄倉庫の
有無

距離

面積

地区間移動の
有無

標高

モデル１：すべて(広場型・施設型)
モデル２：広場型のみ
モデル３：津波避難場所のみ
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濃い 普通 薄い

1軸

2軸

1軸 2軸
救援物資の効率的な受け入れ 2.7826 1.7149
ルール作り 2.2270 1.5932
的確な指示 2.0850 2.9202
飲料水の確保 1.3623 1.1106
要援護者の生活保護に努める人 1.1779 2.2463

レンジ
項目名
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３．避難先選択と避難生活時の救援活動に係る要因分析 

以上でみられた避難先

選択に係る意識を定量的

に評価する。手法は多項

ロジットモデルを用いた。

地区間移動の有無とは避

難において妨げと考えら

れる四車線の道路や河川

によるものである。結果

は表２に示す。 

避難場所別の救援活

動方法に係る要因をみ

るため、避難生活時の

救援活動の重要度意識

を説明変数に各避難場

所(施設型・広場型(公

園)・広場型(和歌山城))

選択者を外的基準とし

て数量化分析Ⅱ類を行

った。1 軸として、「炊き出し」が上位にきていること

から、避難生活時の救援活動の即地即時性、２軸では情

報伝達の必要性を含む軸と考えられる。また判別的中率

は 52.0%であった。１軸

では、施設型を選択した

住民ほど避難場所内での

秩序・相互扶助を重要視

している。広場型を選択

した住民は緊急性を伴う

活動を重要視している

(図 10)。 
次に、施設型の避難施設を選択した住民の近所付き

合い程度（濃い・普通・薄い）が避難生活時の救援活動

及ぼす影響をみるため、救援活動の重要度意識を説明変

数に、近所付き合い程度を外的基準として数量化分析Ⅱ

類を行った。１軸では、「救援物資の効率的な受け入

れ」が上位にきていることから、避難場所といった共同

生活での活動規模を表す軸と考えられる。２軸ではシス

テムの必要性を表す軸と考えられる。また判別的中率は

53.4%であった。１軸では近所付き合いが濃い人ほど

要援護者への配慮などを踏まえた相互扶助に関する救

援活動を重要視している(図 11)。また２軸では特徴が

みられない。広場型においても同様の結果が得られた。 

図９．近所付き合い程度にみる救援活動の重要度(施設型) 

４．まとめ 
表２．分析結果 震災を想定した場合の避難に係る意識として、以下の

ことがわかった。 

①避難場所選択では施設型が比較的多く選択されており、

これの選択要因としては、距離や備蓄倉庫の有無が関係

している。②高齢者、主婦は比較的施設型の避難場所を

選択しており、救援活動として、施設型選択者は比較的

秩序・相互扶助に関する活動を、広場型選択者は緊急性

を伴う活動を重要視している。③施設・広場型とも近所

付き合いの濃い人は、相互扶助に関する活動を、薄い人

は個人を対象とした活動を重要視している。 
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施設型 広場型（公園） 広場型（和歌山城）

1軸

２軸

1軸 2軸
炊き出し 2.7671 1.2347
救援物資の効率的な受け入れ 1.3459 1.1432
的確な指示 1.2272 1.0637
ルール作り 1.0070 0.3873
安否等の情報の把握と伝達 0.8701 1.8008
要援護者の生活保護に努める人 0.7287 1.6308

項目名
レンジ

以上を踏まえ、避難場所の配置・整備のあり方及び救

援活動方法は以下のように総括されよう。 

①’避難場所の整備地点の検討は周辺条件や規模、津波

被害の有無等立地条件を考慮することが重要であり、配

置の際には近隣住区の広がりの範囲が適切と考えられる。

公園等広場型では、防災資機材等の備蓄・保管を可能と

する備蓄倉庫の他、トイレ等施設の整備・充実を図るこ

とが重要である。 図10．避難場所別の救援活動の重要度に係る 
数量化分析Ⅱ類 

②’避難場所での運営については、施設型の避難場所で

は高齢化等も考慮して、秩序・相互扶助に重点をおき、

広場型の避難場所では救援に直結する活動(炊き出し等)

に重点をおくことが重要である。 

③’平時より地域避難施設の活用を通じてのつきあい行

事を開催するなど、避難場所と周辺社会の関わりを強固

としていくことが重要である。 

図11．近所付き合い程度別の救援活動の重要度に係る数量化分析Ⅱ類 
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